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1 . 問題の所在
フィンランド型イノベーションは､ 1990
年代のノキアの大躍進とともに ｢ハイテクフィ
ンランド｣ のイメージの定着をもたらしてき
た｡ 他方において､ 産官学連携を基調とした
イノベーション政策は国家的イノベーション
システム (NIS, National Innovation Sys-
tem) として世界の注目を浴び､ 世界中の研
究者や政策関係者が多数この国を訪れ､ 自国
への適用可能性を探った｡
だが､ いうまでもなく､ 企業の収益傾向に
かぎらず､ 政策の効果についてもそこにはつ
ねに ｢収穫逓減の法則｣ が働くのであり､ 政
策を取り巻くさまざまな環境変化という条件
が変化すれば､ 過去の政策が現在において過
去と同様の効果を生み出す保障などはないの
である｡
この点について､ フィンランドイノベーショ
ン基金 (SITRA) は 『逃亡者の成功 フィ
ンランドの経済未来 』1) で､ 1990 年代の
ノキア代表される ｢成功｣ はあくまでも情報
技術分野などでフィンランド産業全般におよ
んだものでなく､ 今後はイノベーションが産
業分野全般に及ばなければフィンランド経済
の活性化が困難であるなど危機感を表明して
いる｡ 同報告書はこの点についてつぎのよう
にふれている｡
｢フィンランドでの長期にわたる展望に
とって､ 新しい環境という点において､
国内研究機関や政策の再考が必要になっ
ているのである｡ つまり､ その環境とは
確立された技術フロンティアなどなく､
あるのはいろいろなアイデア､ 多様性に
満ち､ しばしば無関係のような技術機会
などのことである｡ ……フィンランドの
国家イノベーションシステムは林業や情
報技術産業で 1990 年代において成功を
おさめたイノベーションとなったが､
2000 年代のグローバルな環境において
限界となってきているように思える｣2)
このことは同時に､ イノベーションがヘル
シンキ､ タンペレやトゥルクなどの地域に立
地する企業で見られたにせよ､ 他の地域にお
いても同様のイノベーションの生起がフィン
ランド経済のさらなる活性化に必要であるこ
とを主張してもいる｡ 同報告書はこの点につ
いて ｢国家イノベーションシステムの発展は､
イノベーション結果の地理的かつ機関的集中
に関連してきた｡ フィンランドのイノベーショ
ンの中心的な部分は主要都市圏に位置し､ 60
％以上は 4地域 (ヘルシンキ､ タンペレ､ オ
ウル､ トゥルク それぞれにノキアの事業
所あり) である｡ 国内には 20 大学と 28 の高
等専門学校があるけれども､ フィンランド技
術研究センターとヘルシンキ工業大学､ タン
パレ工業大学の 2 大学は TEKES (フィンラ
ンド技術庁) から公的研究資金のかなりの部
分をしめている｣ と指摘している｡
いうまでもなく､ 国家イノベーションシス
テムとは経済の空間的展開の総体であり､ 相
対的なものであり､ それは地域イノベーショ
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ンシステムの総和でもある｡ 地域的経済格差
がある現状の下では､ イノベーションの創発
性にもまたそれなりの地域的格差が存在して
いる｡ ヘルシンキやタンペレがフィンランド
を代表するイノベーションシステムの代表で
あるとすれば､ そのようなものにはなかなか
昇華していかない地域もあるのである｡
なお､ ここで国家的イノベーションシステ
ムの定義にふれておくと､ それは産官学連携
によるイノベーション創出システムであり､
企業､ 大学などの研究機関や政府という担い
手のイノベーション創出のための協力関係の
ことでもある｡ この定義との対比で､ 地域イ
ノベーションシステムも定義づけておけば､
それは国家的イノベーションシステムのより
具体的なかたちとしての､ その地域の国際競
争力を現実に高めることのできる産業に特化
し､ その地域産業を対象とした政策の総称と
みておいてよい｡
フィンランド政府のイノベーション政策の
方向性を歴史的にとらえておけば､ そうした
一部地域への集中の見直しと､ イノベーショ
ンの潜在力をもつ地域の再発見を公的資金の
効率性の厳格な評価 とりわけ､ 大学など
研究機関 を進めつつ､ 知識経済化3)の一
層の進展に沿った新たなイノベーション戦略
を模索しているように思える｡ たとえば､ フィ
ンランド政府の科学・技術評議会は 2006 年
の 『社会と経済に関する科学・技術・イノベー
ション・開発政策ガイドライン』 で大学・研
究・イノベーション政策の一層の推進を打ち
出すとともに大学など研究機関の改革の必要
性を強調している｡
同評議会の 『2008 年度活動報告書』 はこ
の点について､ ｢大学の全面的改革や高等教
育機関の構造的発展の次段階では､ 重点は教
育と研究の内容の再評価となるだろう｡ すべ
ての研究機関は自身の強みを明らかにしなけ
ればならない｣4) と指摘し､ 従来のフィンラ
ンド経済の発展を支えた林業や情報通信技術
分野だけでなく健康産業､ ナノ､ バイオの分
野などでもイノベーションを起こしていく必
要性を強調している｡ 機関別では､ 大学とフィ
ンランド技術庁への重点予算配分が提案され
ている5)｡
だが､ こうしたイノベーションを起こす役
割を担った空間政策の一つが､ サイエンス・
パーク整備政策であったとしても､ それがそ
の地域全体の産業にどのようなイノベーショ
ンを生み出すことができるのか｡ ややもすれ
ば､ サイエンス・パークは字義の通り､ 科学
技術を中心とした知識集約産業の振興に関わ
る概念であり､ それは従来のいわゆるインダ
ストリアル・パークというモノづくりを中心
とする工業団地と異なるものとされる傾向に
ある｡ こうした議論の一端は､ 産官学政策と
サイエンス・パークが連動して論じられてき
たことと無縁ではない｡ インダストリアル・
パークが ｢産｣ だけのものとすれば､ サイエ
ンス・パークは産学官連携という ｢学｣ をそ
の担い手の一つとして取り込んだことで科学＝
知識産業創造というイメージが定着したから
にほかならない｡
ここで企業､ 産業､ 広義には国民経済の競
争力を規定しておけば､ それはつぎの 4つの
個別競争力から構成される｡
① 事業競争力 これは事業構想力と言
い換えてもよい｡ 何を将来つくるのか｡
長期的かつ戦略的な研究開発力に関わ
る競争力である｡
② 技術競争力 ①の構想を現実に技術
的に可能にすることのできる能力のこ
とである｡
③ 品質競争力 ②の技術的確立に基づ
いて､ 品質的に安定した製品やサービ
スを供給できる能力である｡
④ 価格競争力 実際に､ 製品やサービ
スが市場で販売されるには､ 市場に受
け入れられる価格でなければならない｡
こうした 4つの個別競争力を縦軸にリスク
(risk)､ 横軸に市場性 (marketability) を
プロットすると､ 第 1図のように事業競争力
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は左上の領域に位置することになる｡ 他の個
別競争力は順次､ リスクの低下と市場性に近
づくことで､ 事業競争力の右下に位置するこ
とになる｡ イノベーション政策の目的には､
企業や産業､ あるいは国民経済の動きを､ 右
から左へとシフトさせることになる｡ 問題は
リスクが高まることである｡ このため､ 個別
企業が個々に負えないリスクの社会的分散シ
ステムが必要となる｡ これが産官学連携の狙
いでもある｡ つまり､ 大学など研究機関がも
つ知的専門性の市場化を産との展開などで可
能にしようとするのである｡
この意味では､ 事業競争力と技術競争力の
強調ということで､ 従来の品質競争力と価格
競争力を強調したインダストリアル・パーク
に関わる政策とは異なる｡ だが､ 問題は､ 従
来､ ある種のリニアモデルとして品質競争力
や価格競争力の延長において､ 一企業内にお
いて技術競争力､ さらには事業競争力の向上
が図られてきた｡ 必然､ この 4つの個別競争
力は連続的であり､ 雇用もまた国民経済のな
かで連鎖的に産み出されてきた｡
だが､ そうした企業の対外直接投資の高ま
りの下で､ とりわけ､ 品質競争力と価格競争
力というモノづくりにかかわる競争力と､ 研
究開発にかかわる事業競争力と技術競争力と
いう競争力の分離が進んできた｡ 必然､ 研究
開発という競争力の強化が他の競争力に必ず
しも以前のような連動性をもたなくなった｡
雇用創出・維持の面からいえば､ あらためて
4 つの個別競争力の連動性を高めるイノベー
ション政策の必要性が重要となってきている｡
本論では､ 地域でのイノベーションの展開
の実態を､ フィンランド西部の工業地域であ
り､ フィンランド全体よりも低い失業率にと
どまっている ｢エネルギー・クラスター｣ 都
市ヴァーサ市を中心に現状を紹介しつつ､ わ
が国への課題を探っておきたい｡
2 . 産学官連携
いうまでもなく､ 国民経済の動向 成長
のみならず､ 停滞や衰退も含め はどの地
域にも同一の影響を与えるものではなく､ そ
の地域の産業構造や労働市場のあり方によっ
て異なる影響を与える｡ ヴァーサ地域などに
ついて概括するまえに､ 最近のフィンランド
経済の動向をみておこう｡ GDP成長率では､
フィンランドは､ 2006 年､ 2007 年と 4％以
上の成長を続けたあと､ 2008 年に 1.2％へと
鈍化し､ 2009年には－7.8％の大幅低下となっ
た｡ 2009 年はフィンランド経済においては､
1918 年以降でもっとも低下幅の大きな年と
なった｡
雇用情勢では､ 2000 年に 10％近くあった
失業率はその後低下し 2008 年には 6.4％と
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第 1図 イノベーション政策と競争力形成
 	



	




 
!"# $
リスク
市場性
事業競争力
技術競争力
品質競争力
価格競争力
インダストリアル・パーク
イノベーション政策
グローバル化
サイエンス・パーク
改善をみせていたが､ 2009 年に 8.3％と再び
上昇する結果となった｡ フィンランド政府は
雇用情勢について当分の間､ 回復は困難とみ
て､ 数年間は 9％台となることを予想してい
る｡ フィンランド中央銀行は今後のフィンラ
ンド経済の動向と課題についてつぎのように
厳しく指摘する｡
｢フィンランド経済にとっての最大の挑
戦の一つは､ 産業界が需要動向の変化に
いかに地理的にかつ構造的に適応してい
くかにかかっている｡ 適応に失敗すれば､
予想よりも輸出が伸びないことになるだ
ろう｡ 雇用改善も予想よりも進まないだ
ろう｡ 高齢層と若年層の労働力の失業に
よって､ 雇用問題は重要になる｡ 高齢化
はどのような場合であれ､ 生産性を低下
させる｡ だが､ 同時に､ 生産構造などが
従来よりも労働集約的であり続ければ､
生産性の低下がさらに進んでいくことに
なる｡ この場合､ 政府財政の拡大とその
維持は予想よりもさらに厳しいものにな
るだろう｡ むろん､ その逆の好循環が起
きれば､ フィンランド経済は予想以上に
うまくいくかもしれない｡｣6)
そうしたなかで､ フィンランド経済､ とり
わけ､ 個別地域経済の浮上にとって､ イノベー
ションがどのような効果を地域経済に及ぼす
のであろうか｡ イノベーションについて､ フィ
ンランド技術庁は 2006 年報告書 『ハイテク
ノロジー・フィンランド フィンランドが
誇るハイテク企業』 で ｢イノベーションとは
要するに､ 人と人のアイデアに関するすべて
のことであり､ 別に意外なものではない｡ 自
らのアイデアをどのようにしたいのか､ 実際
にどうするのかのということだ｡ エネルギー､
環境､ 健康保健､ ライフサイエンス､ 情報技
術､ 新素材や加工技術に至るまで､ あらゆる
分野でインスピレーションや実行する力への
イノベーションが起こっているのだ…… 『イ
ノベーションか､ はたまた死か』 という言い
方は､ 誰でもどこかで耳にしたことがあるだ
ろう｡ この言葉にある表現は誇張されている
かもしれない｡ だが､ 生き残るためのイノベー
ションとは､ ビジネスにもならず､ わたした
ちの社会や生活を向上させる前向きの考え方
ととらえることができる……｣7) とイノベー
ションを強調している｡
フィンランド社会でイノベーションが強調
されるようになったのは､ 1990 年代前半に
フィンランドがその経済的苦境から比較的短
期間に立ち直り､ それまでの林業を中心とす
る経済からノキアに代表される情報通信産業
分野を中心に大きく変貌を遂げたことなどに
よる｡ それは 1990 年代になって､ 技術庁な
どの取り組みが急に浮上したわけではなく､
具体的なハイテクフィンランドのイメージの
担い手像としてノキアの成功が果たした役割
には非常に大きいものがあった｡
その ｢秘密｣ が探られるようになった｡ そ
のひとつはフィンランドのいわゆるイノベー
ションシステム (体制) であり､ 具体的には
オウル市などの地域 ICT クラスター
における産学官連携にその解答が求められた｡
より正確には､ オウル市などリージョナル
イノベーションシステム (RIS, Regional
Innovation System) とそれを束ねる政府の
ナショナルイノベーションシステムのあり方
が注目された｡
だが､ 情報通信産業におけるフィンランド
の成功が､ 技術庁がその振興重点分野として
掲げてきた環境技術､ エネルギー技術､ バイ
オテクノロジー､ ナノテクノロジー､ 新素材
などの分野でも期待できるのかどうか｡ そう
した他の分野においても､ ノキアに代表され
る企業の成功ストーリーを描くことができる
のかどうかが問われてきたし､ フィンランド
の産官学連携政策の関係者もまた問い続けて
いる｡
3 . ヴァーサ地域
産官学連携というイノベーションシステム
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構築のような取り組みは､ その担い手の多い
ヘルシンキなど主要都市はともかく､ 他の地
方都市においても果たして可能なのであろう
か｡ ちなみに､ ヘルシンキ首都圏は､ 人口が
約 130 万人､ 企業数が 6.2 万社､ 研究者数が
3.2 万人 そのうち 51％が民間､ 公的機関
が 21％､ その他が 28％ ､ 大学が 6 校
(6.4 万人) 3 校が統合された ､ 高等
専門学校 (ポリテクニック､ 2.9 万人) が 8
校であり､ 中央政府官庁がほぼ同地域に集中
しているほか､ 外国企業のオフィスなども多
い｡
ヴァーサ (Vaasa, スェーデン語でVasa)
市の人口は約 6万人であり､ スウェーデンに
隣接した地域であることからもわかるように
スウェーデン文化の影響が強い｡ その立地か
らもわかるように造船とタールの交易で栄え
た｡ ヴァーサの町は 17 世紀初頭には形成さ
れ始めたものの､ 19 世紀半ばの大火災で旧
市街が焼失し ヴァーサ市に限らずフィン
ランドの他の都市でも大火災による旧市街焼
失の例は多い ､ 現在の市の中心は当時と
は異なるいわゆる新市街である｡ 現在の人口
構成では､ 25％ほどがスウェーデン語住民で
ある｡ フィンランドの首都といえばヘルシン
キ市ということになるが､ ヴァーサ市はフィ
ンランド史において一時首都が置かれた場所
である｡
フィンランドは 1917 年 12 月 6 日にロシア
革命がおこる混乱の中で､ ロシアから独立し
た｡ 新しいソビエト政府もフィンランドの独
立を認めたが､ 政治的対立からフィンランド
国内が内戦状態となった｡ フィンランド議会
は内戦による混乱を避けるために､ 1918 年 1
月､ ヴァーサ市に首都を移し､ 臨時首都とし
ている｡ タンペレでは激しい戦闘が行われた｡
結局のところ､ マンネルハイム将軍 (1867～
1951) のちに大統領 率いる軍隊が旧
都ヘルシンキを制圧した｡ ヴァーサ市は半年
間ほどの臨時首都であった｡
現在､ ヴァーサには3つの大学がある｡ ヴァー
サ大学､ トゥルクにあるスウェーデン語教育
のオーボアカデミーの分校､ ヘルシンキにあ
るスウェーデン語教育機関の経済大学の分校
(ハンケン) がある｡ この両校の学生数は
2,000 人ほどである｡ ハンケン校の設立は
1909 年であり､ 経済・経営系の高等教育機
関としてはフィンランドでは古い学校という
ことになる｡ このほかにも､ ヴァーサ・アマ
ティコレキアコール (VAMK) など 2 校の
ポリテクニックがある｡ 1996 年設立の
VAMK は学生数 3,500 人ほど (500 人は社
会人) で､ 学部構成は経済・経営､ 保健､ 情
報､ 観光学である｡ フィンランドのポリテク
ニックとしては平均的なところであろう｡ も
う 1 校は他の学校との合併で 2008 年設立の
スウェーデン語教育機関 (NOVIA) であり､
看護学コースのほかに､ 英語によるコースも
設けられている｡
1968 年設立のヴァーサ大学の学部構成は
経営学部､ 哲学部､ 工学部である｡ 学生数は
5,000 人ほどである｡ 教職員数が 430 名ほど
である｡ 工学部については､ 自動機器､ 電子
工学､ 情報通信高額､ コンピュータ､ 材料工
学､ 経営工学などの専攻コースが設けられて
いる｡ 大学付設の研究所としてはエネルギー
研究所がある｡ 同研究所はVAMKとも連携
をしている｡ このほかにも､ 他のフィンラン
ドの大学と同様に生涯教育センターも設けら
れている｡ セイナヨキにはサイエンス・パー
クにヴァーサ大学の分校もあり､ 同地域の地
域経済活性化のためのネットワーク機能を担っ
ているほかに､ 情報技術における研究開発促
進や起業家支援なども行っている｡
ヴァーサ市にはフィンランドを代表する著
名企業も多い｡ 著名企業ということでは､ ヴァ
ルティシラ社はフィンランドを代表する船舶
用ディーゼルエンジンやディーゼルエンジン
発電機メーカーである｡ 同社はフィンランド
でも社歴が古い企業の代表格である｡ 1834
年創業である｡ はじめから､ ディーゼルエン
ジンや電力発動機を生産していたわけではな
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い｡ 最初は､ 森林の国であるフィンランドに
相応しく製材工場からスタートした｡ やがて､
鋳物や冶金､ さらには金属加工の工場へと変
貌していくことになる｡ その後､ ヴァルティ
シラ社には倒産の危機もあったが､ 関連企業
を吸収合併しつつ､ 船舶用ディーゼルエンジ
ンの製造を手がけることになる｡ 同社がヴァー
サの企業を買収したことが､ 同地に工場をもっ
たきっかけである｡ 1936 年のことであった｡
本社はヘルシンキ市にあるが､ 1936 年に
ヴァーサ市にあったオンキラハティ社を買収
して進出した｡ 元々は､ 市内とヴァーサ空港
隣の工業団地に工場と事業所をもっている｡
雇用数は 3,000 人をこえている｡ 同社は世界
各地に事業をもつフィンランドを代表する多
国籍企業となっている｡ 同社は日本にも事業
所をもっている｡
いまでは､ 同社はフィンランドを代表する
多国籍企業となった｡ ノキアもよく知られる
多国籍企業となったが､ ノキア以前にはヴァ
ルティシラ社は､ 業界人は知ってはいたが､
フィンランド人以外にはそう知られていなかっ
た｡ ヴァーサ市には､ このヴァルティシラ社
の下請中小企業が立地している｡ この間接的
雇用も含めれば､ ヴァルティシラ社はつぎに
紹介するABB 社と同様にその影響力はきわ
めて大きい｡
スイスに本社をもつABB 社もヴァーサ市
に製造拠点と研究開発拠点をもっている｡ 同
社は､ 100 カ国に 12 万人ほどの従業員をも
つ多国籍企業である｡ 電力技術とオートメー
ション技術の分野では著名である｡ いま､ フィ
ンランドでは､ 同社はフィンランド企業とヘ
ルシンキで大規模なスマートグリッド事業を
行っている｡ ABB 社はヴァーサ郊外に工場
と研究開発施設を持っている｡ 雇用数は全体
で 2,000 人程度といわれている｡ 電力事業で､
ABB 社とヴァルティシラ社は協力関係にあ
る｡ 関係者が行き来するのに､ これだけ便利
な立地はないであろう｡ 同社はヴァーサ市に
プロダクト・サポート社という関連企業をもっ
ている｡
興味あるのは､ この地域にはエネルギー関
連のベンチャー企業が目立つことである｡ ス
ピンオフということでは､ 先にみたヴァルティ
シラ社やABB 社から技術者が独立して急成
長を遂げた企業が何社か同じサイエンス・パー
ク内に立地している｡ たとえば､ ABB 社か
らのスピンオフ組では､ 1993 年に 13 人の元
社員たちが交流電源機器の会社を興している｡
ヴァーコン社である｡ 急成長を遂げ､ 現在､
27 カ国で事業を展開中であり､ 現在､ 1,000
人を超える従業員を抱えている｡ ABB 社の
すぐ近くに本社と工場がある｡
ヴァーサ・エンジニアリング (ヴェオ) 社
もそのような企業の一つで､ 発電機､ 配電危
機などの設計と製造を行っている｡ 400 人ほ
どの雇用規模である｡ その隣に立地するのは
メルヴェント社で､ 風力タービン発電機の設
計と製造を行っている｡ 同社も新しいスピン
オフ型企業であるが､ すでにフィンランド国
内､ 英国､ ノルウェー､ スウェーデンに納入
実績を持っている｡
同社も急成長を遂げてきたが､ ややここに
きて､ すこし足踏みという現状であろう｡ ヴァー
サ市から東に位置するユベスキュラ市にある
風力発電の部品を製造しているモベンタス社
の場合､ 今夏から減産体制と従業員の削減を
行っている｡ 中国を例外として､ 風力タービ
ン発動機の受注減が起っているためである｡
だが､ フィンランド政府の風力発電計画など
をみると､ この地は日照時間などの点からす
ると､ 太陽光発電よりは風力発電が重要な自
然エネルギー活用の鍵を握っている｡
ボスニア湾に面するフィンランド西海岸地
域にそって､ 風量発電装置の設置が計画され
ている｡ フィンランドの場合は､ 自然環境､
とりわけ､ 冬季の環境が厳しく､ そうした悪
条件の中でも発電量が確保され､ 保守・点検
も容易であることが求められている｡ こうし
た悪条件を克服することでこうした風力発電
メーカーの技術力が確実に向上してきている
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印象がある｡
また､ 同じ空港サイエンス・パークに立地
しているエネルギー関連企業としては､ ザ・
スイッチ社も立地している｡ 同社もまた従来
型の発電機のほかに､ 風力発電装置､ 太陽光
発電などを設計・製造を行っている｡ なお､
前述のヴァーコン社はザ・スイッチ社にも投
資を行っている｡
現在､ ヴァーサ市はフィンランドを代表す
るエネルギー・クラスター地域としてのイメー
ジを強く打ち出してきている｡ これはいうま
でもなく､ 電力事業に関連する巨大企業が 2
社とその関連下請企業が立地するメリットを
最大限にアピールして､ さらに関連企業を立
地しようという戦略である｡ 現在､ サイエン
ス・パークは市内のヴァーサ大学に隣接する
地域と､ ヴァーサ市内から車で 15 分程度で
あるヴァーサ空港に隣接する空港サイエンス・
パークがある｡ 大学隣接のサイエンス・パー
クには､ エネルギー関連の企業が立地してい
るとは必ずしもいえないが､ 空港サイエンス・
パークとその周辺には電力､ 配電､ 風力発電
などの企業が立地している｡
サイエンス・パークの運営はメリノバ社が
行っている｡ この企業の目的は､ エネルギー・
クラスターの担い手をいかにヴァーサ市に引
き寄せるかである｡ 具体的には､ 通常､ 民間
企業は競争・競合関係にあるので､ なかなか
共同研究に取り組むことが困難である｡ この
場合､ サイエンス・パークが中心となり､ エ
ネルギー分野の共同研究プロジェクトを立ち
上げ､ 技術庁などからの補助金を獲得しつつ､
参加企業を募集することである｡ また､ ポス
ドクなどの研究者なども参加させ､ 共同成果
を特許化し､ 参加企業が自社分野の個別競争
力を高めることに重点が置かれている｡ こう
した共同研究の成果が出れば､ サイエンス・
パークに立地する企業などの誘致も容易にな
ることが期待されている｡
ヴァーサ大学についてもエネルギー研究所
などもあり､ ヴァーサ大学､ 民間企業､ 技術
庁などの産官学連携の実質的推進主体として
のサイエンス・パークの役割があるといって
よい｡ 今回､ 調査したサイエンス・パークの
幹部たちは､ いずれも関連企業で技術者とし
て働いた経験をもち､ 個人としてのネットワー
クも広い人たちである｡
他方､ ヴァーサ市にはエネルギー関連企業
だけではなく､ ケイ・ダビュル・エイチ・グ
ループ社のように､ フィンランドでも老舗の
1929 年創業のプラスチック製パイプメーカー
も存在している｡ 同社は本社をヴァーサ市に
置き､ 翼下にフィルム部門や物流部門などを
有している｡ ヴァーサ・エンジリアリング・
グループ社は紙加工機器などのプラント機器
メーカーである｡ 1984 年設立のサイテック
社は製造業などのエンジニアリングサービス
企業である｡ このように人口6万人ほどのヴァー
サ市には､ このような製造関連企業が立地す
る重工業都市である｡ このほかにも､ フィン
ランドを代表する化学メーカーのケミラ社も
ヴァーサ市に工場をもっている｡
4 . 課題と展望
ヴァーサ市はその南部に位置するタンペレ
市と並んでフィンランドを代表する工業都市
であり､ 工業の空洞化という時代にあって､
その製品を高度化させつつ､ モノづくり機能
を維持してきた理由の一端は､ 製造機能だけ
ではなく､ それを支える､ あるいは支えられ
る研究開発機能を有していることである｡ 第
2 図で示せば､ 事業競争力と技術競争力とい
う研究開発能力だけではなく､ それと密着し
た品質競争力と価格競争力が連動性をもって
いることが改めて重要であることを再確認で
きた｡
従来の発電機や船舶用エンジンといった企
業が､ 研究開発能力を高めつつ､ 風力発電や
環境負荷を強く意識したディーゼル発電機な
どの製品にうまく移行してきた｡ 他方､ ヴァー
サ市は企業城下町的な色彩を強く持ってきた｡
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その中心を為す主要 2社の部品加工の中小企
業もまた同社の周辺に立地する｡ こうしたか
たちでの産業集積は日本でも数多く見られて
きた｡
今回の調査では､ そうした企業の創業に至っ
た経緯などを確かめることはできなかった｡
推論の域を出ないが､ 中小部品メーカーのか
なりの部分もそうした 2社からのスピンオフ
ではないかと思われる｡ これは日本の下請企
業の多くもまたそのような経緯を持つ｡
反面､ わたしたちが注視しておくべきは､
ABB 社やヴァルティシラ社などで働いた経
験をもつ技術者たちがスピンオフして､ 研究
開発型の急成長企業を立ち上げてきたことで
ある｡ そうした新興企業が老舗企業の 2社の
周辺に立地していることはきわめて視覚的に
もわたしたちの興味を引く｡ しかも､ そうし
たベンチャー企業と老舗企業は必ずしも競合
的であるわけではなく､ 相互補完的な関係を
もっていることもまた興味深いのである｡ ク
ラスターという概念は､ 従来の産業集積とい
うことからすれば､ より本来的な意味で加工
における下請・外注関係だけではなく､ つぎ
つぎとそのクラスターを形成している個別企
業からも加工のみならず､ 研究開発を担う新
企業がスピンオフというかたちで生まれるこ
とで形成される性格のものであるべきである｡
この意味では､ ヴァーサ市を中心とするエ
ネルギー・クラスター構想は現実にその姿を
高めてきたのである｡ 第 2図でいえば､ 研究
開発能力を形成する事業競争力と技術競争力
をもつ新企業が生まれると同時に､ それを製
品化する実装技術をもった品質競争力や価格
競争力に優れた企業との連携性を高めること
で､ 4 つの個別競争力が連動して､ 地域の雇
用創出と維持に大きく寄与できるイノベーショ
ン政策のあり方がそこにあるのではあるまい
か｡ 筆者の課題としては､ その具体的なあり
方を探ることである8)｡
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中京企業研究178
第 2図 イノベーション政策とクラスター政策
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億ユーロ､ TEKES には 2.2 億ユーロの予算
増加が予定されている｡ なお､ 高等専門学校
には同期間で 3 千万ユーロの増額にとどまっ
ている｡ なお､ かつて TEKES はフィンラン
ド技術庁という英語訳であったが､ 現在は､
技術・イノベーション基金庁という英語訳が
当てられるようになっている｡
6 ) The Bank of Finland, Bulletin:, Economic
Outlook, Special Issue 1, 2010, p. 10.
7 ) TEKES (National Technology Agency),
High Technology Finland, 2006, pp. 4-5.
8 ) なお､ フィンランドのイノベーション政策の
歴史的展開についてはつぎの拙稿を参照のこ
と｡ 寺岡寛 ｢北欧とベンチャー 日米比較
からみたフィンランド｣､ 溝端佐登史他編著
『市場経済の多様化と経営学』 ミネルヴァ書房､
2010 年｡
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